
20 3



第23条　配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のあ
　る者（次頁において「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者
　の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等
　を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分
　な配慮をしなければならない。
2　国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力
　の特性等に関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。

　「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（配偶者暴力防止法）」

は平成13年に成立し、平成16年及び平成19年に一部改正されました。

平成20年１月11日

・平成19年改正）

第２－10　職務関係者による配慮・研修及び啓発＜抜粋＞
（１）職務関係者による配慮
　ア　配偶者からの暴力の特性に関する理解
　　　特に被害者と直接接する場合は、被害者が配偶者からの暴力により心身とも
　　傷ついていることに十分留意することが必要である。こうしたことに対する理解
　　が不十分なため、被害者に対し、不適切な対応をすることで、被害者に更なる被
　　害（二次的被害）が生じることのないよう配慮することが必要である。
　イ　被害者等に係る情報の保護
　　　職務関係者が職務を行う際は、被害者及びその関係者の安全の確保を第一に
　　考えつつ、具体的には、加害者の元から避難している被害者の居所が加害者に知
　　られてしまう、あるいは被害者を支援している者の氏名等が加害者に知られてし
　　まうといったことのないよう、被害者等に係る情報の保護に十分配慮することが
　　必要である。
　ウ　外国人等の人権の尊重
　　　法が対象としている被害者には、日本在住の外国人（在留資格の有無を問わ
　　ない。）や障害のある者等も当然含まれていることに十分留意しつつ、それらの
　　被害者の立場に配慮して職務を行うことが必要である。









○一定の電話・電子メー
　ル等の禁止（6か月）

○親族・支援者等への
　接近禁止（6か月）

○緊急時における安全の確保

保護命令
発令の通知

＊配偶者暴力相談 支援
  センターへの通 知は、
  センターへの相 談等
  があった場合の み

○「配偶者｣｣｣には､婚姻の届出をしてい
　ないいわゆる「事実婚｣を含みます。
　男性、女性の別を問いません。また、
　離婚後（事実婚関係にあった者が事
　実上離婚したと同様の事情に入るこ
　とを含みます。）も引き続き暴力を受
　ける場合を含みます。
○「暴力」は、身体に対する暴力又はこ
　れに準ずる心身に有害な影響を及ぼ
　す言動を指します。なお、保護命令に
　関する規定等については、身体に対
　する暴力と生命又は身体に対する
　脅迫を対象としています。


